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日、日経平
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境が続きま
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発した新興国

っていたこと
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右肩上がりに

比べて、日本

す。 

したものであ

的で提供される

れた数値、情報

意見、その他

んら補償するも

なしに変更され

ません。この

諾を得ることな

２０１８年１

・マネジメン

     

大幅下落の背

金流出が新興

れます。直接
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 3 / 5

表示が義務付

リスクとは内
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ョン取引等

きます。組入
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動するため、

については、
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・マネジメン
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マネジメント

せん。また特

マネジメント

性等を保証す

とに基づく損
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％（税込）

より、実績報
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目論見書や運

ドを含む）の

に要する費用

入有価証券が
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、事前に料率
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で、詳しくは
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特定の有価証券

トとその関連

するものでは
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点のものであ
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の上限は以

ただく費用

報酬がかかる

するため、あ

運用報告書等

の売買の際に
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こに記載され

た、過去の実

クス・アセッ

ことを禁じま

関するお問合

・アセット

ング本部 

03-6711-917

9:00～17:00

アセット・マ

類ではありませ

アセット・マ

完全性、妥当性

に依拠したこと

れた内容は、資

実績に関する数

ット・マネジメ

ます。 

合せ先 

・マネジメン

リテールＢＤ

70 

0（12/31～1

マネジメント

せん。また特

マネジメント

性等を保証す

とに基づく損

資料作成時点

数値等は、将

メントに属し

ント株式会社

Ｄマーケティ

1/3・土日祝

トが情報提供

特定の有価証券

トとその関連

するものでは

損害、損失また

点のものであ

将来の結果を

し、その目的
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社 

ィング部 

祝日・振替休

 

のみを目的と

券の取引を勧

連会社は、本資

はなく、当該数

たは結果につ

り、今後予告

お約束するも

を問わず書面

日を除く）

として作成し

勧誘する目的

資料に含まれ

数値、情報、

ついてもなん

告することな

ものではあり

面による承諾

したものであ

的で提供される

れた数値、情報

意見、その他

んら補償するも

なしに変更され

ません。この

諾を得ることな

り、金融商品

るものではあ

報、意見、そ

他の記述を使

ものではあり

れることもあ

の資料の著作

なく引用また

以上

品

あ

そ

使

り

あ

作

た

上 


